京都大学防災研究所
概算要求特別経費（プロジェクト分）
「巨大地震津波災害に備える次世代型防災・減災社会形成のための研究事業
－先端的防災研究と地域防災活動との相互参画型実践を通して－」
（略称：「減災社会プロジェクト」）
平成27年度所内公募研究　公募要領
本研究プロジェクトは、「近未来の巨大地震津波を念頭に、次世代型の減災社会を全国民運動として構築するための基盤的研究を、参画型防災データ・アーカイブスの構築（情報）、防災リサーチ・ラボの設立（場）、防災サイエンス・コミュニケーターの養成（人材）の３点を軸に進める」ことを目的に、H24年度から４年間実施されているものです。特に、「先端的防災研究と地域防災活動との相互参画型実践を通して」という副題に表現されている通り、研究者を中心とする専門家と、地域住民や自治体関係者などの非専門家が、防災実践に必要なノウハウ、技術等を「共同形成」できる社会の整備に必要な基盤的方法を獲得することが、重要な研究目標として掲げられています。詳細は、「プロジェクト概要」（申請時のポンチ絵）をご参照ください。（http://www.dpri.kyoto-u.ac.jp/web_j/contents/event_text/20120611.pdf）。
また、減災社会プロジェクトのウェブサイトもご覧ください(http://www.drs.dpri.kyoto-u.ac.jp/gsp/)。
本年度、この目的に合致する研究を推進するための一助として、公募研究4件を所内で公募することになりました。所内の全講座（寄付部門、共同研究部門を含む）の助教以上の教員にご応募いただけます。皆さまの積極的なご参加を歓迎いたします。
選考にあたっては、本プロジェクトの趣旨に即して、地域社会における実践的な防災研究、一般住民の防災意識・知識の向上に関する研究、自治体職員のスキルアップを目的とした研究などを重視いたします。
また、研究完了後には、研究成果に関する簡易な報告書（「成果概要」）とともに、非専門家（地域住民、自治体職員など）に提供可能なアウトプット「アウトリーチ・アウトプット」（たとえば、市民向けの防災リーフレット、自治体職員向けの防災マニュアルなど）の提出を求めます。
研究課題の概要と応募方法
(1)研究期間：
平成2７年６月後半～平成28年1月末日まで
(2)申請書：
別紙1～3を、添付ファイルで、事務局（酒井：sakai@drs.dpri.kyoto-u.ac.jp）に提出して下さい。
(3)研究経費：
総額（旅費、消耗品、謝金、印刷費等）150 万円以内です。備品の購入は原則不可です。
(4)選考及び通知：
申請課題の採否は、公正な審査を行い、本プロジェクト運営委員会にて決定します。採択決定通知は研究代表者あて平成2７年6月後半（予定）に行います。経費配分は７月の予定です。
(5)申請期間：平成27年5月18日(月)～6月5日(金）
(6)採択決定通知：平成27年6月後半（予定）
研究成果の報告等
(1)「成果概要」と「アウトリーチ・アウトプット」
・研究代表者は、研究完了後A4版用紙5枚程度の「成果概要」を電子媒体の添付ファイル（Microsoft Word 形式）で提出ください。この報告書の内容は、今後、本プロジェクトの報告書等に転載することがあります。また、本研究に係わる論文を発表する際には、「京都大学防災研究所特別プロジェクト：減災社会プロジェクト」による」旨の文章を入れてください。

・同時に、「アウトリーチ・アウトプット」（上記）も同期日までに提出ください。様式は、紙媒体、DVDなどの電子媒体、いずれでも、またその両方でも結構です。

・成果概要（PRポイントをまとめたポンチ絵でＡ４サイズのもの）

(2)提出期限：平成28年2月15日(月）※厳守
　

(3)その他、公募に関する問い合わせは、減災社会プロジェクト事務局担当者（下記）までお願いします。
京都大学　防災研究所　減災社会プロジェクト（巨大災害研究センター）
秘書　酒井　順子（火・水・金曜日勤務）
　Tel; 0774-38-4273  Fax; 0774-31-8294  Email; sakai@drs.dpri.kyoto-u.ac.jp
※参考資料　
(平成24年度所内公募研究一覧)
・堀智晴　教授　(防災研究所　水資源環境研究センター)
「防災ミュージアムにおける防災教育コースの構築と、学習者が簡単に防災教材を評価し、
その情報を持続的に収集蓄積できるシステムの開発」
・丸山敬　教授　(防災研究所　気象・水象災害研究部門)
「熊本県宇城市における地域参加型の災害情報コミュニケーションモジュールの開発」
・倉田真宏　助教　(防災研究所　地震防災研究部門)　　
「英語で提供するハイエンド防災サイエンス講座」
・鈴木進吾　助教　(防災研究所　巨大災害研究センター)
「参画型津波避難まちづくりに向けたシュミレーションパッケージの開発」
(平成25年度所内公募研究一覧)
・丸山敬　教授（防災研究所　気象・水象災害研究部門）
　「熊本県宇城市における地域ハザードマップの作成と人材養成プログラムの開発」

　（台風時の強風や高潮・高波災害を例として）
・横松宗太　准教授（防災研究所　巨大災害研究センター）

　「環境負荷の減少と自治体間の連携を考慮した救援物資マネジメントモデルの開発」

・竹林洋史　准教授（防災研究所　流域災害研究センター）

　「自治体職員のための津波の河川遡上を考慮した河床変動解析ソフトの開発」

・安田誠宏　助教（防災研究所　気象・水象災害研究部門）

　「津波避難に対するサーファーの意識調査と率先避難者としての育成支援ツールの開発」
(平成26年度所内公募研究一覧)
・クルーズ  アナ マリア 教授　(防災研究所　巨大災害研究センター)
　「Natechリスク下の地域における災害避難計画」
・井合　進　教授　(防災研究所　地盤災害研究部門)
「世界各国の地方自治体防災担当技術者向けの広域複合地盤災害対策ガイドラインの策定」
・川瀬　博　教授　(防災研究所　社会防災研究部門)
　「住民の地震被害に対する危機意識向上を目的とした津波避難シミュレーションとその活用」
・井口　正人　教授　(防災研究所　火山活動研究センター)
　「避難決定を意識した、火山活動データ解釈のための自治体防災担当者向け教材開発」
・松浦　純生　教授　(防災研究所　地盤災害研究部門)
　「地方固有の『知』を科学し、地域防災の『わざ』を強化する」
　　　
